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債務者債務者債務者債務者A

Aの口座

債権者債権者債権者債権者B

債務者取引
金融機関Ｘ

Ｂの口座

債権者取引
金融機関Ｙ

①Bの口座へ振込依頼

④送金手続き終了を連絡

②Ｂの口座
　 へ送金

管理機関 Ｚ

登録原簿登録原簿登録原簿登録原簿

⑤支払等登録の記録

債権者：B
債務者：A

債権額：１億円

債権者：B
債務者：A

債権額：１億円

③Ｂの口座への
　 送金を確認

１．債権者の弁済受領を金融機関が確認する例
　イ ①口座送金確認の例（提携の場合）

（注１）管理機関Zは、金融機関Xとあらかじめ提携を結び、電子登録債権の弁済等を確認次第直ちに連絡を受ける。

（注２）支払等登録の記録
　管理機関Ｚは、金融機関Ｘより送金実施の連絡を受けた後、送金の未着を確認できるまで（1～2日）は原簿の書き換えを停止し、

未着連絡がないとの連絡を受けた時点で支払等登録を行う方法等が考えられる。

提携
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債務者債務者債務者債務者A

Aの口座

債権者債権者債権者債権者B

金融部門

Ｂの口座

債権者取引
金融機関Ｙ

　イ ②口座送金確認の例（兼業の場合）

①Bの口座へ振込依頼

④送金手続き終了を連絡

②Ｂの口座
　 へ送金

債務者取引金融機関 Ｘ＝管理機関 Ｚ

登録原簿管理部門

登録原簿登録原簿登録原簿登録原簿

⑤支払等登録の記録

債権者：B
債務者：A

債権額：１億円

債権者：B
債務者：A

債権額：１億円

③Ｂの口座への
　送金を確認

（注）支払等登録の記録
　登録原簿管理部門は、金融部門より送金実施の連絡を受けた後、送金の未着を確認できるまで（1～2日）は原簿の書き換えを停止し、
未着連絡がないとの連絡を受けた時点で支払等登録を行う方法等が考えられる。
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　ロ ①口座入金確認の例（提携の場合）

④入金手続き終了を連絡

Aの口座

債務者取引
金融機関Ｘ

Ｂの口座

債権者取引
金融機関Ｙ

③Ｂの口座への
　 入金を確認

債務者債務者債務者債務者A 債権者債権者債権者債権者B

①Bの口座へ振込依頼

②
Ｂの口座
へ送金

管理機関 Ｚ

登録原簿登録原簿登録原簿登録原簿

⑤支払等登録の記録

債権者：B
債務者：A

債権額：１億円

債権者：B
債務者：A

債権額：１億円

提携

（注１）管理機関Zは、金融機関Yとあらかじめ提携を結び、電子登録債権の弁済等を確認次第直ちに連絡を受ける。

（注２）金融機関Ｙによる入金の確認について
　金融機関Ｙは、③の入金確認において、Ｂの口座への入金が特定の電子登録債権の支払として行われたものか否かを判断することが困難で
あるとの指摘があるが、電子登録債権の支払のための専用口座を開設する、金融機関Ｘが②の送金に併せて電子登録債権の支払として行っ
た旨を通知する等の対応が考えられる。
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　ロ ②口座入金確認の例（兼業の場合）

債務者債務者債務者債務者A 債権者債権者債権者債権者B

Aの口座

債務者取引
金融機関Ｘ

Ｂの口座

金融部門

④入金手続き終了を連絡

③Ｂの口座への
　 入金を確認

債権者取引金融機関 Ｙ＝管理機関 Ｚ

①Bの口座へ振込依頼

②
Ｂの口座
へ送金

登録原簿管理部門

登録原簿登録原簿登録原簿登録原簿

⑤支払等登録の記録

債権者：B
債務者：A

債権額：１億円

債権者：B
債務者：A

債権額：１億円

（注）金融部門による入金の確認について
　金融部門は、③の入金確認において、Ｂの口座への入金が特定の電子登録債権の支払として行われたものか否かを判断することが困難で
あるとの指摘があるが、電子登録債権の支払のための専用口座を開設する、金融機関Ｘが②の送金に併せて電子登録債権の支払として行っ
た旨を通知する等の対応が考えられる。
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債務者債務者債務者債務者A 債権者債権者債権者債権者B

⑤送金手続き終了を連絡

　ハ ①口座引き落としの例（提携の場合）

管理機関 Ｚ

登録原簿登録原簿登録原簿登録原簿

⑥支払等登録の記録

債権者：B
債務者：A

債権額：１億円

債権者：B
債務者：A

債権額：１億円

①取立てを依頼

Aの口座

債務者取引
金融機関Ｘ

Ｂの口座

債権者取引
金融機関Ｙ

③Ｂの口座
　 へ送金

④Ｂの口座への
　送金を確認

②支払請求

提携

（注１）債務者Ａは、金融機関ＸによりＢへの支払のため支払期日に自動引き落としが行われることを承諾
（注２）債権者側からの取立てについては、金融機関ＸとＹの間で、あらかじめ手形のような取立ての仕組み（例えば、金融機関Ｙによる電子
　　　　登録債権に基づく請求があった場合、金融機関ＸはＡの口座から引き落としＢの口座へと送金する）ができていることが前提となる。
（注３）管理機関Zは、金融機関Xとあらかじめ提携を結び、電子登録債権の弁済等を確認次第直ちに連絡を受ける。

（注４）支払等登録の記録
　管理機関Ｚは、金融機関Ｘより送金実施の連絡を受けた後、送金の未着を確認できるまで（1～2日）は原簿の書き換えを停止し、未着連絡

がないとの連絡を受けた時点で支払等登録を行う方法等が考えられる。
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債務者債務者債務者債務者A

Aの口座

債権者債権者債権者債権者B

金融部門

Ｂの口座

債権者取引
金融機関Ｙ

⑤送金手続き終了を連絡

債務者取引金融機関 Ｘ＝管理機関 Ｚ

　ハ ②口座引き落としの例（兼業の場合）

登録原簿管理部門

登録原簿登録原簿登録原簿登録原簿

⑥支払等登録の記録

債権者：B
債務者：A

債権額：１億円

債権者：B
債務者：A

債権額：１億円

③Ｂの口座
　 へ送金

④Ｂの口座へ
　の送金を確認

①取立てを依頼

②支払請求

（注１）債務者Ａは、金融機関ＸによりＢへの支払のため支払期日に自動引き落としが行われることを承諾
（注２）取立てについては、金融機関ＸとＹの間で、あらかじめ手形のような取立ての仕組み（例えば、金融機関Ｙによる電子登録債権に
　　　 基づく請求があった場合、金融機関ＸはＡの口座から引き落としＢの口座へと送金する）ができていることが前提となる。

（注３）支払等登録の記録
　管理機関Ｚは、金融機関Ｘより送金実施の連絡を受けた後、送金の未着を確認できるまで（1～2日）は原簿の書き換えを停止し、未着
連絡がないとの連絡を受けた時点で支払等登録を行う方法等が考えられる。
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２．① 債権者を代理して弁済受領する例（専業の場合）

③弁済確認を連絡

②弁済確認

（注）債権者Ｂは、管理機関Zに電子登録債権

　　　の弁済の代理受領権を付与

登録原簿管理部門

登録原簿登録原簿登録原簿登録原簿

④支払等登録の記録

債権者：B
債務者：A

債権額：１億円

債権者：B
債務者：A

債権額：１億円

弁済受領部門

管理機関 Ｚ

①支払等
⑤受領物（弁済資金）
　 の引渡し

債権者債権者債権者債権者B債務者債務者債務者債務者A
実際の資金の受渡し
は金融機関に設けら
れた管理機関Ｚの口
座を介して行われる。

金融機関ウ

Zの口座

金融機関ア

Aの口座
金融機関イ
Bの口座

①支払等 ⑤弁済資金

③’送金指図



8

２．② 債権者を代理して弁済受領する例（提携の場合）

（注１）管理機関Zは、事業者Xとあらかじめ提携を結び、電子登録債権の弁済等を確認次第直ちに連絡を受ける。

（注２）債権者Ｂは、事業者Ｘに電子登録債権の弁済の代理受領権を付与

①支払等

③弁済確認の連絡

②弁済確認

⑤受領物（弁済資金）
　 の引渡し

債権者債権者債権者債権者B債務者債務者債務者債務者A

事業者 Ｘ

管理機関 Ｚ

登録原簿登録原簿登録原簿登録原簿

④支払等登録の記録

債権者：B
債務者：A

債権額：１億円

債権者：B
債務者：A

債権額：１億円

提携

実際の資金の受渡し
は金融機関に設けら
れた事業者Xの口座

を介して行われる。

金融機関ウ

Xの口座

金融機関ア

Aの口座

金融機関イ

Bの口座

①支払等 ⑤弁済資金

③’送金指図
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２．③ 債権者を代理して弁済受領する例（兼業の場合）

①支払等

③弁済確認を連絡

②弁済確認

⑤受領物（弁済資金）
　 の引渡し

債権者債権者債権者債権者B債務者債務者債務者債務者A

事業者 Ｘ＝管理機関 Ｚ

事業部門

（注）債権者Ｂは、事業者Ｘに電子登録債権の
　　　弁済の代理受領権を付与

登録原簿管理部門

登録原簿登録原簿登録原簿登録原簿

④支払等登録の記録

債権者：B
債務者：A

債権額：１億円

債権者：B
債務者：A

債権額：１億円

実際の資金の受渡し
は金融機関に設けら
れた事業者Xの口座

を介して行われる。

金融機関ウ
Xの口座

金融機関ア
Aの口座

金融機関イ
Bの口座

①支払等 ⑤弁済資金

③’送金指図
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２．④ 債権者を代理して弁済受領する例（代理申請の場合）

①支払等

③支払等登録を代理申請

②弁済確認

⑤受領物（弁済資金）
　 の引渡し

債権者債権者債権者債権者B債務者債務者債務者債務者A

事業者 Ｘ

（注）債権者Ｂは、事業者Ｘに電子登録債権の代理受領権
　　　及び支払等登録の申請に関する代理権を付与

管理機関 Ｚ

登録原簿登録原簿登録原簿登録原簿

④支払等登録の記録

債権者：B
債務者：A

債権額：１億円

債権者：B
債務者：A

債権額：１億円

実際の資金の受渡し
は金融機関に設けら
れた事業者Xの口座

を介して行われる。

金融機関ウ

Xの口座

金融機関ア

Aの口座

金融機関イ

Bの口座

①支払等 ⑤弁済資金

③’送金指図
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登録原簿管理部門

登録原簿登録原簿登録原簿登録原簿

３．債権を譲り受け又は債務を引き受ける例
　イ ①債権を譲り受ける例（専業の場合）

①債権譲渡

⑤弁済確認

債権者：B
債務者：A

債権額：１億円

⑦支払等登録の記録

管理機関 Z

債権者：Z
債務者：A

債権額：１億円

債権者：Z
債務者：A

債権額：１億円

③譲渡登録の記録

②譲渡登録を申請

弁済受領部門
（Bより債権譲受）

⑥弁済確認を連絡

（注）譲渡人Ｂは、管理機関Zに電子登録債権の譲渡

　　　登録の申請に関する代理権を付与

④支払等

債権者債権者債権者債権者B
債務者債務者債務者債務者A

⑧債権譲渡
　 代金

実際の資金の受渡し
は金融機関に設けら
れた管理機関Ｚの口
座を介して行われる。

金融機関ウ

Zの口座

金融機関ア
Aの口座

金融機関イ
Bの口座

④支払等

⑥’送金指図
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管理機関 Ｚ

登録原簿登録原簿登録原簿登録原簿

　イ ②債権を譲り受ける例（提携の場合）

④支払等

①債権譲渡

⑤弁済確認

債権者：B
債務者：A

債権額：１億円

⑦支払等登録の記録

債務者債務者債務者債務者A 債権者債権者債権者債権者B

債権者：Ｘ
債務者：A

債権額：１億円

債権者：Ｘ
債務者：A

債権額：１億円

③譲渡登録の記録

②譲渡登録を申請

事業者 Ｘ
（Bより債権譲受）

⑥弁済確認を連絡

（注１）管理機関Zは、事業者Xとあらかじめ提携を結び、電子登録債権の弁済等を確認次第直ちに連絡を受ける。

（注２）譲渡人Ｂは、事業者Ｘに電子登録債権の譲渡登録の申請に関する代理権を付与

提携

実際の資金の受渡し
は金融機関に設けら
れた事業者Xの口座

を介して行われる。

金融機関ア

Aの口座
金融機関イ

Bの口座

④支払等
⑧債権譲渡
　 代金支払

金融機関ウ

Xの口座

⑥’送金指図
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登録原簿管理部門

登録原簿登録原簿登録原簿登録原簿

　イ ③債権を譲り受ける例（兼業の場合）

④支払等 ①債権譲渡

⑤弁済確認

債権者：B
債務者：A

債権額：１億円

⑦支払等登録の記録

債務者債務者債務者債務者A 債権者債権者債権者債権者B

事業者 Ｘ＝管理機関 Z

債権者：Ｘ
債務者：A

債権額：１億円

債権者：Ｘ
債務者：A

債権額：１億円

③譲渡登録の記録

②譲渡登録を申請

事業部門
（Bより債権譲受）

⑥弁済確認を連絡

（注）譲渡人Ｂは、事業者Ｘに電子登録債権の譲渡
　　 登録の申請に関する代理権を付与

金融機関ウ

Zの口座

実際の資金の受渡し
は金融機関に設けら
れた事業者Xの口座

を介して行われる。

金融機関ア
Aの口座

金融機関イ
Bの口座

④支払等
⑧債権譲渡
　 代金支払

⑥’送金指図
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管理機関 Ｚ

登録原簿登録原簿登録原簿登録原簿

　イ ④債権を譲り受ける例（代理申請の場合）

④支払等 ①債権譲渡

⑤弁済確認

債権者：B
債務者：A

債権額：１億円

⑦支払等登録の記録

債務者債務者債務者債務者A 債権者債権者債権者債権者B

債権者：Ｘ
債務者：A

債権額：１億円

債権者：Ｘ
債務者：A

債権額：１億円

③譲渡登録の記録

②譲渡登録を申請

事業者 Ｘ
（Bより債権譲受）

⑥支払等登録を申請

（注）譲渡人Ｂは、事業者Ｘに電子登録債権の譲渡登録
　　　の申請に関する代理権を付与

実際の資金の受渡し
は金融機関に設けら
れた事業者Xの口座

を介して行われる。

金融機関ア
Aの口座

金融機関イ

Bの口座

④支払等 ⑧債権譲渡
　 代金支払

金融機関ウ

Xの口座

⑥’送金指図
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登録原簿管理部門

登録原簿登録原簿登録原簿登録原簿

　ロ ①債務を引き受ける例（専業の場合）

②支払等

⑦弁済確認の連絡

債権者：B
債務者：A

債権額：１億円

⑧支払等登録の記録

債務者債務者債務者債務者A 債権者債権者債権者債権者B

債権者：Ｚ
債務者：A

債権額：１億円

債権者：Ｘ
債務者：A

債権額：１億円

④支払等登録の記録

③支払等登録を申請

①併存的
債務引受

弁済受領部門
（Ａより債務引受）⑥弁済確認

（注）債権者Ｂは、電子登録債権の支払等登録の申請
が管理機関Zから行われることを承諾

⑤支払等

実際の資金の受渡し
は金融機関に設けら
れた管理機関Zの口

座を介して行われる。

金融機関ア

Aの口座
金融機関イ

Bの口座

⑤支払等 ②支払等

金融機関ウ

Zの口座

管理機関Z

⑦’送金指図
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管理機関 Ｚ

登録原簿登録原簿登録原簿登録原簿

　ロ ②債務を引き受ける例（提携の場合）

②支払等

⑦弁済確認を連絡

債権者：B
債務者：A

債権額：１億円

⑧支払等登録の記録

債務者債務者債務者債務者A 債権者債権者債権者債権者B

債権者：Ｘ
債務者：A

債権額：１億円

債権者：Ｘ
債務者：A

債権額：１億円

④支払等登録の記録

③支払等登録を申請

①併存的
債務引受

事業者 X

（Ａより債務引受）

⑥弁済確認

⑤支払等

実際の資金の受渡し
は金融機関に設けら
れた事業者Xの口座

を介して行われる。

金融機関ア

Aの口座
金融機関イ

Bの口座

⑤支払等 ②支払等
金融機関ウ

Xの口座

提携

（注１）管理機関Zは、事業者Xとあらかじめ提携を結び、電子登録債権の弁済等を確認次第直ちに連絡を受ける。

（注２）債権者Ｂは、電子登録債権の支払等登録の申請が事業者Ｘから行われることを承諾

⑦’送金指図
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登録原簿管理部門

登録原簿登録原簿登録原簿登録原簿

　ロ ③債務を引き受ける例（兼業の場合）

②支払等

⑦弁済確認の連絡

債権者：B
債務者：A

債権額：１億円

⑧支払等登録の記録

債務者債務者債務者債務者A 債権者債権者債権者債権者B

事業者Ｘ＝管理機関 Ｚ

債権者：Ｘ
債務者：A

債権額：１億円

債権者：Ｘ
債務者：A

債権額：１億円

④支払等登録の記録

③支払等登録を申請

①併存的
債務引受

事業部門
（Ａより債務引受）⑥弁済確認

（注）債権者Ｂは、電子登録債権の支払等登録の申請
が事業者Ｘから行われることを承諾

⑤支払等

実際の資金の受渡し
は金融機関に設けら
れた事業者Xの口座

を介して行われる。

金融機関ア

Aの口座
金融機関イ

Bの口座

⑤支払等 ②支払等

金融機関ウ

Xの口座

⑦’送金指図



18

管理機関 Ｚ

登録原簿登録原簿登録原簿登録原簿

　ロ ④債務を引き受ける例（代理申請の場合）

②支払等

⑦支払等登録を申請

債権者：B
債務者：A

債権額：１億円

⑧支払等登録の記録

債務者債務者債務者債務者A 債権者債権者債権者債権者B

債権者：Ｘ
債務者：A

債権額：１億円

債権者：Ｘ
債務者：A

債権額：１億円

④支払等登録の記録

③支払等登録を申請

①併存的
債務引受

事業者 X

（Ａより債務引受）

⑥弁済確認

（注）債権者Ｂは、電子登録債権の支払等登録の申請が
　　　事業者Ｘから行われることを承諾

⑤支払等

実際の資金の受渡し
は金融機関に設けら
れた事業者Xの口座

を介して行われる。

金融機関ア

Aの口座
金融機関イ

Bの口座

⑤支払等 ②支払等
金融機関ウ

Xの口座

⑦’送金指図
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